
規 則

�愛媛県規則第３７号
生活保護法施行細則及び中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

生活保護法施行細則及び中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部を改正する規則

（生活保護法施行細則の一部改正）

第１条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券 様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券

省略 省略

省略 省略

居宅介護

介護予防

省略

省略

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

省略

居宅介護

介護予防

省略

□地域密着型特定

施設入居者生活

介護

□複合型サービス

居宅介護

介護予防

省略

省略

□特定施設入居者

生活介護

省略

居宅介護

介護予防

省略

□地域密着型特定

施設入居者生活

介護

省略 省略

省略 省略

（中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部改正）

第２条 中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則（平成２０年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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る規則の一部を改正する規則……………………………………………５８７

告 示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………５８８

○ 救急病院の協力申出………………………………………………………５８８

○ 指定障害児通所支援事業者の指定………………………………………５８８

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………５８９

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）………………………５８９

○ 肥料登録証の記載事項の変更の届出……………………………………５９０

○ 保安林予定森林……………………………………………………………５９０

○ 公共測量の終了の通知……………………………………………………５９１

○ 愛媛県証紙売りさばき人の指定願の記載事項の変更…………………５９１

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可

申請の概要…………………………………………………………………５９１

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………５９３

○ 土地改良区の定款変更の認可……………………………………………５９４

○ 道路の区域変更（県道久米垣生線）……………………………………５９４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………５９４

○ 道路の区域変更（県道三坂松山線）（２件）…………………………５９４

○ 道路の供用開始（県道三坂松山線）……………………………………５９５

公 告

○ 平成２３年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況の公表…５９５

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………５９６

○ クリーニング師試験の施行………………………………………………５９６

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第２３８１号 平成２４年６月２９日

平成２４年６月２９日金曜日 第２３８１号

愛 媛 県 報
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告 示
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�愛媛県告示第８４２号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

改 正 後 改 正 前

様式第２４号（第１３条関係） 介護券 様式第２４号（第１３条関係） 介護券

省略 省略

省略 省略

居宅介護

介護予防

省略

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

省略

居宅介護

介護予防

省略

□地域密着型特定

施設入居者生活

介護

□複合型サービス

居宅介護

介護予防

省略

□特定施設入居者

生活介護

省略

居宅介護

介護予防

省略

□地域密着型特定

施設入居者生活

介護

省略 省略

省略 省略

注１ 省略

２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。

注 省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の生活保護法施行細則様式第３７号の規定及び第２条の規定による改正後の中国残留邦人等に対する支援給付

に関する規則様式第２４号の規定は、平成２４年４月１日以降の介護に係る請求分について適用し、同日前の介護に係る請求分については、

なお従前の例による。

３ この規則施行の際現にある第１条の規定による改正前の生活保護法施行細則様式第３７号及び第２条の規定による改正前の中国残留邦人

等に対する支援給付に関する規則様式第２４号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県告示第８４１号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４３号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

平成２４年度法人二税及び収
納管理システム概要設計等

愛媛県総務部行財政改
革局税務課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

平成２４年５月２５日
日本電気株式会社松山支
店
愛媛県松山市一番町一丁
目１５番地２

６９，２８９，５００円
地方公共団体の物品又は特定役務
の調達手続きの特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１０条
第１項第２号の規定による。

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

宇和島市立津島
病院

宇和島市津島町高田丙１５
番地 宇 和 島 市

平成２７年
６月２７日
まで

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号

５８８
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�愛媛県告示第８４４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８４５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

イオン今治店 今治市馬越町４丁目
８番１号

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻 午前８時 午前７時 平成２４年

６月２１日
平成２４年
６月１９日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前７時３０分から午
後１１時３０分まで

午前６時３０分から午
後１１時３０分まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８４６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０６０００６９ 有限会社佐伯電器 松山市古川北３丁目４
番３２号 佐 伯 英 三 放課後等デイ

サービス
パーソナルアシスタン
ト青空東予こどもデイ
青空

西条市大町２６４番地１ 平成２４年
５月２２日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００３１２ 株式会社佐藤建設 四国中央市川滝町領家
１１７番地 佐 藤 和 久 居宅介護 訪問介護事業所ファミ

ーユ
四国中央市上分町３１８
－１コスモスハイツ３０
４号

平成２４年
５月１日

３８１１３００３１２ 株式会社佐藤建設 四国中央市川滝町領家
１１７番地 佐 藤 和 久 重度訪問介護 訪問介護事業所ファミ

ーユ
四国中央市上分町３１８
－１コスモスハイツ３０
４号

平成２４年
５月１日

３８１１３００３１２ 株式会社佐藤建設 四国中央市川滝町領家
１１７番地 佐 藤 和 久 行動援護 訪問介護事業所ファミ

ーユ
四国中央市上分町３１８
－１コスモスハイツ３０
４号

平成２４年
５月１日

３８１１３００３１２ 株式会社佐藤建設 四国中央市川滝町領家
１１７番地 佐 藤 和 久 同行援護 訪問介護事業所ファミ

ーユ
四国中央市上分町３１８
－１コスモスハイツ３０
４号

平成２４年
５月１日

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号

５８９
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�愛媛県告示第８４７号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１３条第１項の規定に基づ

き、次のとおり肥料登録証の記載事項の変更の届出があった。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８４８号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

八幡浜市郷２番耕地８８の３、２番耕地３３６、２番耕地３４０、２番

耕地３４７、２番耕地４２９、２番耕地４３５、２番耕地４３９、２番耕地４４

２の１、２番耕地４４２の３、２番耕地４４３から２番耕地４４５まで、２

番耕地４４６の２、２番耕地４５０、２番耕地４５３、２番耕地４５４、２番

耕地４５６、２番耕地４５８から２番耕地４６０の１まで、２番耕地４６４、

２番耕地４６６の１、２番耕地４６７、２番耕地４６８、２番耕地４７０から

２番耕地４７４まで、２番耕地４７６、２番耕地４７７、２番耕地４８０、２

番耕地４８２、２番耕地４８５から２番耕地４８７まで、２番耕地４８９、２

番耕地４９８、２番耕地５００の１、２番耕地５００の２、２番耕地５０１の

１、２番耕地５０１の２、２番耕地５０２、２番耕地５０４、２番耕地５０８、

２番耕地５１０、２番耕地５１１、２番耕地５１８、２番耕地５１９の１、２

番耕地５１９の２、２番耕地５２０の１、２番耕地５２０の２、２番耕地

５２１の２、２番耕地５２２から２番耕地５２５まで、２番耕地５３１、２番

耕地５３２、２番耕地５３６の１、２番耕地５３６の２、２番耕地５３７、２

番耕地５３８の１、２番耕地５３９の１、２番耕地５３９の２、２番耕地

５４０の１、２番耕地５４０の２、２番耕地５４１、２番耕地５４４の２、２

番耕地５４５の１、２番耕地５４６、２番耕地５４７、２番耕地５４９、２番

耕地５５２から２番耕地５５５まで、２番耕地５５９から２番耕地５６２まで、

２番耕地５６６から２番耕地５６８まで、２番耕地５７３、２番耕地５７５、

２番耕地５７７の１、２番耕地５７７の２、２番耕地５７８の１、２番耕

地５８０、２番耕地５８６、２番耕地５８８から２番耕地５９１まで、２番耕

地５９３の１、２番耕地５９３の２、２番耕地５９４、２番耕地５９５、２番

耕地５９６の１、２番耕地５９６の２、２番耕地５９７から２番耕地５９９ま

で、２番耕地６０２、２番耕地６０４、２番耕地６０５、２番耕地６０７、２

番耕地６１０、２番耕地６１１、２番耕地６１３、２番耕地６１４、２番耕地

６１６、２番耕地６１７の１、２番耕地６１７の３、２番耕地６１８、２番耕

地６２３、２番耕地６２４、２番耕地６２６、２番耕地６２８、２番耕地６３０、

２番耕地６３７、２番耕地６３８、２番耕地６４０、２番耕地６４１、２番耕

地６４３、２番耕地６４５、２番耕地６５２の１から２番耕地６５２の３まで、

２番耕地６５３、２番耕地６６９から２番耕地６７２の２まで、２番耕地

６７３、２番耕地６７４、２番耕地６７７、２番耕地６７９、２番耕地６８０の

１、２番耕地６８０の３、２番耕地６８１、２番耕地６８２の１、２番耕

地６８３、２番耕地６８４、２番耕地６８７、２番耕地６８８の１、２番耕地

６８８の２、２番耕地６８９、２番耕地６９０の１、２番耕地６９０の２、２

番耕地６９２の２、２番耕地６９８、２番耕地７０１、２番耕地７０２の２、

２番耕地７０３から２番耕地７０５まで、２番耕地７０７、２番耕地７０８、

２番耕地７１０から２番耕地７１２まで、２番耕地７２２、２番耕地７２３の

２、２番耕地７２３の３、２番耕地７２６、２番耕地７２７、２番耕地７３０、

２番耕地７３５、２番耕地７３６、２番耕地７３９、２番耕地７４４、２番耕

地７４６、２番耕地７５０の１、２番耕地７５０の２、２番耕地７５１、６番

耕地６、６番耕地７、６番耕地１０、６番耕地１２、６番耕地１４、６

番耕地２７から６番耕地３１まで、６番耕地３４の１、６番耕地３４の２、

６番耕地５３、６番耕地５６の１、６番耕地５６の２、６番耕地５７から

６番耕地５８の３まで、６番耕地５９から６番耕地６３の１まで、６番

耕地６３の３、６番耕地６６の１、６番耕地６７の１、６番耕地６７の２、

６番耕地６８の１、６番耕地６９から６番耕地７１の２まで、６番耕地

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンタウン川之江 四国中央市妻鳥町字
樋之上１７９５番地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻 午前９時 午前７時 平成２４年

６月２１日
平成２４年
６月２０日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時３０分から午
後１１時３０分まで

午前６時３０分から午
後１１時３０分まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

登録番号
生産業者の氏
名又は名称及
び住所

変更前 変更後 変 更
年月日

愛媛県第
１２３６号

うわうみ漁業協
同組合
愛媛県宇和島市
築地町２丁目５
番１８号

愛媛県宇和島市築
地町２丁目５番７
号

愛媛県宇和島市築
地町２丁目５番１８
号

平成２４
年５月
２３日

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号

５９０
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７２、６番耕地７４の１、６番耕地７４の２、６番耕地７５の１、６番耕

地７５の２、６番耕地７６の１、６番耕地７６の２、６番耕地７８から６

番耕地８０の１まで、６番耕地８１の２、６番耕地１１５の３、６番耕

地１１６、６番耕地１１７の１、６番耕地１１８から６番耕地１２２の２まで、

６番耕地１２３、６番耕地１２５、６番耕地１２７から６番耕地１２９の２ま

で、６番耕地１３０から６番耕地１３２の２まで、６番耕地１３３の１、

６番耕地１３３の２、６番耕地１３４から６番耕地１４０まで、６番耕地

１４２、６番耕地１４３、６番耕地１４６から６番耕地１４９の１まで、６番

耕地１５１、６番耕地１５３の１、６番耕地１５３の２、６番耕地１５４の１、

６番耕地１５４の３、６番耕地１５５から６番耕地１５７の２まで、６番

耕地１５８、６番耕地１５９、６番耕地１６３の１、６番耕地１６４の１、６

番耕地１６４の２、６番耕地１６５の１、６番耕地１６６の１、６番耕地

１６６の２、６番耕地１６７の２、６番耕地１６８から６番耕地１７１の２ま

で、６番耕地１７２の１から６番耕地１７２の３まで、６番耕地１７３、

６番耕地１８０、６番耕地１８１、６番耕地１８７の１、６番耕地１８８、６

番耕地１９１、６番耕地１９３、６番耕地１９８、６番耕地１９９の１、６番

耕地１９９の２、６番耕地２００、６番耕地２１０、６番耕地２１２、６番耕

地２１３、６番耕地２２３、６番耕地２２５、６番耕地２２９、６番耕地２３３、

６番耕地２３４、６番耕地２３６の２、６番耕地２３７、６番耕地２３８の１、

６番耕地２４０の２、６番耕地２４０の３、６番耕地２４５、６番耕地２５０、

６番耕地２５１、６番耕地２５２の２、６番耕地２５３、６番耕地２５８の１、

６番耕地２５８の２、６番耕地２５９、６番耕地２６０、６番耕地２６８、６

番耕地２７０の１、６番耕地２７２、６番耕地２７３、６番耕地２７５、６番

耕地２７６の１、６番耕地２７６の２、６番耕地２７７、６番耕地２７８の１、

６番耕地２７８の２、６番耕地２８０、６番耕地２８１の１、６番耕地２８１

の２、６番耕地２８２から６番耕地２８３の２まで、６番耕地２８４、６

番耕地２８６の１、６番耕地２８６の２、６番耕地２８７、６番耕地２８９の

１から６番耕地２８９の３まで、６番耕地２９０の１、６番耕地２９０の

２、６番耕地３０２、６番耕地３０４から６番耕地３０７まで、６番耕地

３０８の２、６番耕地３０９、６番耕地３１２の２、６番耕地３１６の１、６

番耕地３１６の２、６番耕地３１７、６番耕地３１８の１、６番耕地３１８の

２、６番耕地３１９の１、６番耕地３１９の２、６番耕地３２０、６番耕

地３２４、６番耕地３２５、６番耕地３３５の１から６番耕地３３５の３まで、

６番耕地３４１の１、６番耕地３４１の２、６番耕地３４４の１、６番耕

地３４４の２、６番耕地３４５の１、６番耕地３４５の２、６番耕地３４７、

６番耕地３４９から６番耕地３５１まで、６番耕地３５５の１、６番耕地

３５５の２、６番耕地３５６から６番耕地３６４まで、６番耕地３７５から６

番耕地３７９の２まで、６番耕地３８４から６番耕地３８６の１まで、６

番耕地３８８

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁及び八幡浜市

役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８４９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、四国中央市長から次のとおり公共測量

が終了した旨の通知があった。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（都市計画図作成）

２ 作業期間 平成２３年８月３１日から

平成２４年５月３１日まで

３ 作業地域 四国中央市

�������
�愛媛県告示第８５１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 家守 伸正

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社磯浦工場

新居浜市磯浦町１７番３号

３ 特定施設に関する事項

� ３５．電池研究所フィルタープレス�５

�愛媛県告示第８５０号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

松第
９１号

松山市北土居３丁目６―１７ 松山南交通安全協会
会長 伊東 純朗

会長
伊東 純朗

会長
栗原 孝美

平成２４年
５月３０日

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号

５９１



� ４７．電池研究所洗浄塔�２

� １５．酸系廃ガス除外塔

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１汚水処理施設

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積０．６平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ６

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６２号ホ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり８０ノルマル立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１８時

特定施設の１日当たりの使用
時間 １０時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３

最大 ３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 ５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０未満

最大 １０未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０．１

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり９０ノルマル立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約１か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２～５

最大 ２～５

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号

５９２



� アンモニア回収施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第８５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町安井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２４年６月２９日

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 中和及び凝集

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４２メートル 横５０メートル
高さ ８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和及び凝集

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～１２

最大 １～１２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．２

最大 ６．４

通常 ５．２

最大 ６．４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６．６

最大 ２０．２

通常 １６．６

最大 ２０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２５

最大 １．０

通常 ０．２５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，３７３

最大 ２，８９０

通常 ２，３７３

最大 ２，８９０

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．１

通常 １．０

最大 １．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 ２３

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

通常 １２．９

最大 １５．５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４５

最大 ２．０

通常 ０．４５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，０４４

最大 １，２５７

通常 １，０４４

最大 １，２５７

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整及び蒸留

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２５メートル 横５７メートル
高さ １９メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，４００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ｐＨ調整及び蒸留

処理施設の使用時間間隔 連 続

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．７

最大 ４．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．４

最大 １２．８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２１

最大 １．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，９８４

最大 ４，８１８

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号
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愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

愛媛県北条市辻土地改良区（新名称・松山市北条辻土地改良区）の

定款の変更を認可した。

平成２４年６月２９日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第８５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 今 井 敏 彦 西条市小松町安井甲１１６番地

〃 � 木 正 実 西条市小松町安井甲２０４番地４

〃 佐 伯 民 助 西条市小松町安井甲２０４番地５

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 茅 原 道 夫 西条市小松町安井甲１１３番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市市坪南二丁目３０３番２から

同市市坪北二丁目２４７番１まで

旧 ６．３～７．３ ０．０６２

新 ６．３～１９．５ ０．０６２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市市坪南二丁目３０３番２から

同市市坪北二丁目２４７番１まで
平成２４年６月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲２１１５番３から

同町甲２０９１番地先まで

旧 ３．４～７．２ ０．０９０

新 ５．１～９．０ ０．０９０

〃 〃
松山市窪野町甲２０６７番地先から

同町甲２０７４番１地先まで

旧 ３．５～７．０ ０．０５７

新 ３．５～８．２ ０．０５７

〃 〃 松山市窪野町乙４３０番地先

旧 ３．９～８．７ ０．０６５

新 ４．８～１０．０ ０．０６５

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号
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公 告

�公 告

平成２３年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況の

公表について

社団法人全国公営住宅火災共済機構理事長河崎広二から通知のあ

った平成２３年度社団法人全国公営住宅火災共済機構の経営状況につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６３条の２第３項の規

定により、次のとおり公表する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事業実績

加入都道府県市区町村会員数 ６７９会員

加入戸数 ９０７，２０５戸

共済委託契約金額 ８，１２６，９５０，０３２千円

火災共済掛金 １，００９，２０３千円

被災戸数 １９０戸

火災共済給付金 ２１９，６５３千円

特定給付金 １３，０４０千円

復興建築助成戸数 ８１戸

復興建築助成金 ３０，４７８千円

住宅災害見舞戸数 ５，２３６戸

住宅災害見舞金 ３９４，３８０千円

住宅防火施設整備補助会員数 １３７会員

住宅防火施設整備補助金 ６９，０９９千円

２ 貸借対照表（平成２４年３月３１日現在）

� 資産の部

� 流動資産 ６１０，６９５千円

� 固定資産

ア 特定資産

� 異常危険準備金資産 ３，０１５，６５９千円

� その他特定資産 １，７１１，１１４千円

イ その他固定資産 ４８３，３４７千円

資産合計 ５，８２０，８１５千円

� 負債の部

� 流動負債 ９６３，５１１千円

�愛媛県告示第８５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃
松山市窪野町甲２０２０番地先から

同町乙４３０番地先まで

旧 ４．６～７．９ ０．０４０

新 ６．７～９．６ ０．０４０

〃 〃
松山市窪野町甲２０１６番１地先から

同町乙４２９番３地先まで

旧 ４．０～８．５ ０．０６８

新 ５．９～１２．０ ０．０６８

〃 〃
松山市窪野町乙４６番１地先から

同町乙４４番３まで

旧 ９．３～１４．９ ０．０５２

新 ９．３～１８．６ ０．０５２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲３５１番２から

同町甲３６１番２まで

旧 ６．０～６．４ ０．０１６

新 ６．９～８．４ ０．０１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲３４６番２地先から

同町甲３６１番２まで
平成２４年６月２９日

愛 媛 県 報平成２４年６月２９日 第２３８１号
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� 固定負債 ３，１１７，５２４千円

負債合計 ４，０８１，０３５千円

� 正味財産の部

正味財産合計 １，７３９，７８０千円

負債及び正味財産合計 ５，８２０，８１５千円

�������
�公 告

クリーニング師試験の施行について

クリ－ニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による平成２４年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２４年８月３０日（木）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

� 実地試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成２４年７月２３日（月）から７月３０日（月）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年６月１８日 特定非営利活動法人
えひめ３１１ 渡 部 寛 志 愛媛県松山市東一万町２ この法人は、大規模災害により被災及び避難し

た者に対して、『一人一人の心に寄り添い共に
課題を解決していく』という理念のもと、必要
とされるあらゆる分野の情報提供と相談業務に
関する支援事業を行うと共に、「命と尊厳」を
守り一日でも早く一人でも多くの人が前を向い
て歩き出せるような仕組みづくりを目的とする。
またすべての市民に対して、東日本大震災のよ
うな悲劇を二度と繰り返させぬように、講演会
やワークショップ、展覧会等を開催する事業を
行い、震災を「風化させない」取り組みを進め、
減災社会の実現に貢献することを目的とする。

平成２４年６月２９日 発行
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